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ⅡⅡⅡⅡ 奈良県の経済を振興するためには奈良県の経済を振興するためには奈良県の経済を振興するためには奈良県の経済を振興するためには、、、、奈良県の奈良県の奈良県の奈良県の産業を強くする必要がある（奈良の産業興し）産業を強くする必要がある（奈良の産業興し）産業を強くする必要がある（奈良の産業興し）産業を強くする必要がある（奈良の産業興し）。。。。そのためにはそのためにはそのためにはそのためには、、、、１．域外交易力を強化し、域外取引の赤字体質を脱却する必要がある。２．奈良県の経済成長に寄与する域内経済の体質強化、活性化を図る必要がある。
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３．対域外、対域内の産業構造を強化するため、産業興しの戦略を実行する必要がある。４．県内産業のグローバル化対応力を強化するための支援策を実行する必要がある。５．県内産業の素材生産、素材加工、製造、流通、販売、販売促進を一貫して行う体制づくりを指向し、その確立を目指す必要がある。（農業生産と食品加工、林業と製材、販売、生薬の栽培と漢方薬の製造販売等）
30



奈良県における産業興し（産業政策推進事業）○本県経済活性化に大きな効果をもたらすと考えられる９つの産業分野（３つのリーディング産業、６つのチャレンジ産業）を選ぶ。○産業分野ごとの現状と課題を分析し、どのような施策が有効であるかを考える。○そこで得られた調査結果と知見を踏まえて、県庁職員が一丸となって実効性のある施策を実行する。＜リーディング産業分野＞＜チャレンジ産業分野＞医療･介護･福祉 小売業 食料品製造業宿泊産業 料理･飲食業 漢 方農 業林 業 教育･研究･文化
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産業興し各分野の現状
H24 売上（百万円） H25 労働者数（人） H25 有効求人倍率 H17 域際収支（百万円）対前年 対前年宿泊産業 24,648 4,360 1.72 －21,199食料品製造業 228,158 7,514 1.77 －20,473農 業 43,700 － － －12,298林 業木材製造業 2,600 1.018 － －5,427漢 方小売業 1,068,164 57,825 1.01 －243,046料理･飲食業 104,213 28,219 2.53 －37,397医療･介護･福祉 545,456うち 医療 244,093介護 73,835福祉等 227,528 60,816 2.68 －9,796教育･研究･文化 138,802 29,694 0.54 －40,914経済センサス、農林業センサス、生産林業所得統計、毎月勤労統計、奈良労働局資料、奈良県産業連関表より算出
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（１）奈良県の宿泊施設の客室数は、全国最下位。（H24）（２）世界にも通用する観光資源が豊富にありながら、宿泊者数が248万人と全国でも低位。（H25）（３）宿泊の観光消費額についても、464億円と全国的にも低い。（H24）（４）外国人観光客の宿泊者数は年間約16万人と、訪問者は徐々に増加。（H25）（５）交流人口の増加を図るため、魅力ある旅行商品の造成、プロモーション・セールス、外国人観光客の拠点整備を行い、宿泊事業の充実強化を図る。（６）外国人宿泊客を含め、多様なニーズに対応できる宿泊施設を整備し、「おもてなし」を推進する。
現状・課題方向性

33宿泊産業は、域外からの交流人口を増加させ、観光消費を増加させる「域外型」の産業で県経済への波及効果が期待できる。しかしながら、①宿泊産業の産業興し①宿泊産業の産業興し①宿泊産業の産業興し①宿泊産業の産業興し



（１）奈良県の宿泊施設の客室数は、全国最下位。（H24）
出典：厚生労働省 衛生行政統計

34ホテル・旅館の客室数（都道府県別）
2.23 0.369.59 0.574.48 1.031.441.691.821.3702468101214

16 東　京 北海道 大　阪 静　岡 長　野 愛　知 千　葉 神奈川 福　岡 新　潟 兵　庫 福　島 沖　縄 栃　木 三　重 京　都 宮　城 群　馬 鹿児島 茨　城 広　島 岐　阜 石　川 熊　本 山　梨 大　分 岡　山 青　森 岩　手 山　形 埼　玉 長　崎 山　口 和歌山 福　井 秋　田 愛　媛 宮　崎 富　山 滋　賀 香　川 高　知 鳥　取 島　根 徳　島 佐　賀 奈　良
万室 ホテル 旅館旅館旅館旅館旅館ホテルホテルホテルホテル （Ｈ２４）



（２）世界にも通用する観光資源が豊富にありながら、宿泊者数が２４８万人（H25）と全国でも低位である。
出典：観光庁 宿泊旅行統計（H25）

35
出典 ： 奈良県宿泊統計調査（H25)出典 ：観光庁 宿泊旅行統計（H25）



（３）宿泊の観光消費額についても、464億円と全国的にも低い。奈良県での観光消費額（宿泊）（奈良県での観光消費額（宿泊）（奈良県での観光消費額（宿泊）（奈良県での観光消費額（宿泊）（H24 ））））４６４億円４６４億円４６４億円４６４億円 （全国（（全国（（全国（（全国（※※※※３３団体）平均３３団体）平均３３団体）平均３３団体）平均 ２，１９６億円）２，１９６億円）２，１９６億円）２，１９６億円）（億円） 7.2兆円6.6兆円7.4兆円 0.02.04.06.08.010.0平成22年 平成23年 平成24年400億円688億円 464億円0100200300400500600700800 平成22年 平成23年 平成24年奈良県の観光消費額（宿泊）全国の観光消費額(宿泊) 9.1%（0.6兆円）増
16.0%（（（（64億円億円億円億円）増 36

※大阪府、福岡県は、「共通基準による観光入込客統計調査」を未導入。※千葉県、新潟県、富山県、福井県、滋賀県、京都府は集計中 （H25年11月末現在）※秋田県、茨城県、栃木県、埼玉県、佐賀県、長崎県は、H22,H23データが未公表。出典：観光庁 共通基準による観光入込客統計調査 （H24）



20130531

20131225

出典： JNTO（日本政府観光局）の訪日外客数から推計（H2５)
（４）外国人観光客の宿泊者数は年間約16万人と、徐々に増加傾向。
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37奈良県の外国人の宿泊者数は奈良県の外国人の宿泊者数は奈良県の外国人の宿泊者数は奈良県の外国人の宿泊者数は 164,570人人人人 （（（（H25全国全国全国全国23位）位）位）位）（人）
3,069,750

4,314,500

9,830,950



魅力ある宿泊観光の商品造成魅力ある宿泊観光の商品造成魅力ある宿泊観光の商品造成魅力ある宿泊観光の商品造成 外国人観光客の誘致団体客の団体客の団体客の団体客の誘致誘致誘致誘致（（（（年金ツアー、社員研修等）年金ツアー、社員研修等）年金ツアー、社員研修等）年金ツアー、社員研修等）○ファムトリップの実施○魅力ある推奨コースの提示○宿泊施設と団体とのマッチング支援措置の検討（無料参拝券の手配、差し入れ手配など）○ターゲットを絞ったセールスの実施○宿泊施設との協働プロモーション
○魅力的な観光素材の発掘○宿泊を促すための「朝・夜」の楽しみ方の提案○エスコート商品向け「特別感のある」商品造成商品造成
○奈良県観光キャンペーン○首都圏､名古屋､福岡を中心としたセールスの実施○観光客向け＋エージェント向けＷＥＢサイトの充実○商品販売時期と合わせた｢女性誌｣､｢旅雑誌｣等への頻繁な露出プロモーション・セールス プロモーション・セールス

○海外におけるプロモーション活動○海外旅行博への出展○ファムトリップの実施
○多言語案内表示の推進○Wi-Fi環境の整備○消費税免税店の拡大○猿沢池周辺の奈良公園整備と連動した施設整備（H28年度グランドオープン）
プロモーション（仮称）外国人観光客交流館の整備おもてなし環境の整備

商品造成等（５）交流人口の増加を図るため、魅力ある旅行商品の造成や、プロモーションセールス、外国人観光客の拠点整備を行い、宿泊事業の充実強化を図る。 38



（６）外国人宿泊客を含め、多様なニーズに対応できる宿泊施設を整備し、「おもてなし」を推進する。■県営プール跡地及び奈良警察署敷地県営プール跡地及び奈良警察署敷地県営プール跡地及び奈良警察署敷地県営プール跡地及び奈良警察署敷地・所 在 地 奈良市三条大路一丁目・面 積 約３１，２００㎡・所 有 者 奈良県・主な規制第２種住居地域 (建ぺい率60％、容積率200%) 高度地区(25m) 一部（北側の約１／４）は、商業地域（建ぺい率８０％、容積率４００％）高度地区（３１ｍ）周知の埋蔵文化財包蔵地（文化財発掘調査は、奈良県において実施） ■「宿泊施設創業支援資金」「宿泊施設創業支援資金」「宿泊施設創業支援資金」「宿泊施設創業支援資金」宿泊施設創業時の資金調達を支援し、創業希望者をサポート県から事業計画の認定を受けた方は、下記条件で融資を実施・融資利率０％（元本のみ返済）・信用保証料無料・担保、連帯保証人が原則不要■ 優遇税制宿泊施設を新設又は増設した事業者の方を対象に県税を軽減。【法人事業税】所得金額部分を3年間、通常の3/4に軽減 (年間1億円以内)【不動産取得税】通常の3/4に軽減 (１億円以内)奈良市芝辻町東横イン奈良新大宮駅前（2008年開業） 奈良市春日野町ディアパークイン（2013年開業）
39



（１）従業者数や製造品出荷額が製造業の中でも高く、景気変動の影響を受けにくく、安定して推移している。（２）製造品出荷額において食料品製造業が占める構成割合は、近年、上昇傾向にある。（３）県内の食料資源の有効な活用が不十分。農業の生産拡大と食品加工業への接続が必要。（４）食料品製造業に関し、関西圏に対しては貿易（域際収支）黒字だが、関西以外の地域に対しては赤字となっている。（５）事業所の製造品出荷額の規模別にそれぞれ課題と強みがあり、その規模に応じた、きめ細かな施策を講じる必要がある。（６）食品の素材生産。加工、製造、流通、販売、販売促進を地域で一貫して行う体制が必要。
現状・課題方向性

40②食料品製造業の産業興し②食料品製造業の産業興し②食料品製造業の産業興し②食料品製造業の産業興し県内製造業の中でも従業者数が多く、製造品出荷額も多い産業分野であるが、域際収支は赤字。この分野の域外交易力が強まれば、県経済に大きなプラス影響がある。



電気機械器具 49

食料品 262輸送用機械器具 47
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電気機械器具 2,166 食料品 2,051輸送用機械器具, 1,524プラスチック製品 1,384業務用機械器具 1,378金属製品 1,167繊維工業品, 745木材･木製品 437電子部品･デバイス等 3140
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（１）従業者数や製造品出荷額が製造業の中でも高く、景気変動の影響を受けにくく 、安定して推移している。食料品製造業は、事業所数、従業者数、製造品出荷額等とも、安定して推移。特に従業者数でみると、高い雇用を安定的に維持している。

工業統計、経済センサス－活動調査
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H24

食料品製造業 製造品出荷額 特化係数の推移（H14→H24）全国の食料品製造出荷額全国の全製造出荷額÷奈良県の食料品製造出荷額奈良県の全製造出荷額 ＝ 特化係数（13位）（13位）（13位）（13位） （21位）
H23工業統計（飲料は含まず）

（２）製造品出荷額において、食料品製造業が占める構成割合は、近年、上昇傾向にある。平成１４年と平成２４年を比較すると、奈良県の特化係数は上昇しており、その上昇率は鳥取県に次いで高い。また、１従業員あたりの付加価値額が全国１高い。
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都道府県別 農業水産業及び食料品製造業構成比（名目県内総生産）

H23県民経済計算
（３）県内の食料資源の有効な活用が不十分。農業の生産拡大と食品加工業への接続が必要。県民総生産に占める農業、水産業の構成割合は0.7%（全国第39位）と低いが、食料品製造業の構成割合は2.6%（全国第24位）とほぼ全国平均（2.8%）。■食料品製造業構成比 ＝ 2.6%（全国第24位）■農業、水産業の構成比 ＝ 0.7%（全国第39位）
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▲

34,127

▲ 40,000▲ 20,000 0

飼料、有機質飼料、たばこ製材・木製品飲食店耕種農業石炭、原油、天然ガス非鉄金属精錬、精製その他の対事業所サービス宿泊業衣服・その他の繊維既製品食料品海 外
▲

63,246

▲ 200,000▲ 100,000 0

合成樹脂電力教育広告物品賃貸サービス食料品石油製品その他の対事業所サービス情報サービス商業国内他地域
76,900

0 40,000 80,000

その他の電子部品衣服・その他の繊維既製品その他の製造工業製品繊維工業製品その他の金属製品紙加工品建設・建築用金属製品プラスチック製品事務用・サービス用機器食料品関西内（４）食料品製造業に関し、関西圏に対しては貿易（域際収支）黒字だが、関西以外の地域に対しては赤字となっている。対関西圏では、域際収支が黒字となっている一方で、対国内他地域や対海外では、域際収支が赤字になっている。原材料を他地域から調達して、関西圏に出荷している。
出典：関西経済白書2013、ＡＰＩＲ 甲南大医学稲田教授よりご提供）

移輸出移輸入 移輸出移輸入 移輸出移輸入 44



（５）事業所の売り上げ規模別にそれぞれ課題と強みがあり、その規模に応じたきめ細かな施策を講じる必要がある。
○小規模企業支援として展開売上規模 １億円未満 ○商品企画・研究開発○県内外、海外への販路開拓○新たな事業展開売上規模 １～20億円 ○県内産原材料の使用促進売上規模 １00億円超H24経済センサス－活動調査
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（６）食品の素材生産。加工、製造、流通、販売、販売促進を地域で一貫して行う体制が必要。さらなる売上高のアップを目標に、次の施策を具体的に展開県内産原材料を使用した機能性食品県内産原材料を使用した機能性食品県内産原材料を使用した機能性食品県内産原材料を使用した機能性食品の開発促進の開発促進の開発促進の開発促進
� 産業振興総合センターにおいて、研究を推進県内外、海外への販路拡大の支援県内外、海外への販路拡大の支援県内外、海外への販路拡大の支援県内外、海外への販路拡大の支援
� 国内、海外向け販路開拓の支援

� バイヤーとの商談機会を提供
� 商品ブラッシュアップの支援

� 外国特許庁への特許出願を行う企業を支援するための制度を充実。
売上規模 １～20億円企業群（全体で約550億円） 県内産原材料を使った「ご当地食品」県内産原材料を使った「ご当地食品」県内産原材料を使った「ご当地食品」県内産原材料を使った「ご当地食品」の開発、商品化、販売促進を働きかの開発、商品化、販売促進を働きかの開発、商品化、販売促進を働きかの開発、商品化、販売促進を働きかけけけけ

� 大企業が研究開発、販路開拓に活用できる補助制度の創設
� ノベルティ商品への使用を働きかけ売上規模 100億円超企業群（全体で約1000億円）

企業特性、ニーズ、課題に応じた支企業特性、ニーズ、課題に応じた支企業特性、ニーズ、課題に応じた支企業特性、ニーズ、課題に応じた支援の展開援の展開援の展開援の展開
� 地域資源を活かした新商品などを有する特色ある小規模事業者への販路開拓支援売上規模 １億円未満企業群（全体で60億円）
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（１）農業産出額は大阪、東京に次いで最下位のレベルであり、同程度の耕地面積である神奈川県と比較すると、野菜、畜産の生産額の差が大きい。（２）ｈａあたりの農業産出額をみると、都道府県ごとに大きな差がある。奈良県は、他府県に比べて農地資源の活用拡大余地が大きい。（３）農業産出額の部門別構成をみると、野菜、畜産など、単位面積あたりの生産額の大きい品目が減少している。（４）今後、奈良県農業の成長を実現するためには、生産から流通、加工、販売の各段階で、経営感覚の豊かな事業体を育成し、農地の生産性の向上を実現することが不可欠。
現状・課題方向性

47③農業の産業興し農業は、収穫量が全国上位の品目のように、高い品質で安全安心な農産物を安定供給できれば、一層の域外交易力を発揮しうる潜在力があり、また、食料品製造業、飲食業、商業、観光業など幅広い産業と連携した事業モデルの検討余地も大きい。



億円（１）農業産出額は大阪、東京に次いで最下位のレベルであり、同程度の耕地面積である神奈川県と比較すると、野菜、畜産の生産額の差が大きい。同じ耕地面積の神奈川県に比べ、野菜の生産額が４分の１程度と少なく、生産額の差の大きな要因。同じ耕地面積の神奈川県に比べ、野菜の生産額が４分の１程度と少なく、生産額の差の大きな要因。同じ耕地面積の神奈川県に比べ、野菜の生産額が４分の１程度と少なく、生産額の差の大きな要因。同じ耕地面積の神奈川県に比べ、野菜の生産額が４分の１程度と少なく、生産額の差の大きな要因。 48



（万円） ・ベンチマークにしている神奈川県は、５３１万円／ｈａと全国２位で農地活用度が非常に高い。また、奈良県とほぼ同じ耕地面積である高知県、山梨県も高水準となっている。・一方、奈良県は、２７７万円／ｈａと、全国平均１５９万円／ｈａより高いものの、他府県と比較して農地活用度の向上が大きな課題。・全国上位県は、畜産の割合が高い傾向にある。・一方、全国下位県は、米の割合が高い傾向にある。分 析奈良県 全国順位２７位神奈川県全国順位 ２位（２）ｈａあたりの農業産出額をみると、都道府県ごとに大きな差がある。奈良県は、他府県に比べて農地資源の活用拡大余地が大きい。高知県全国順位 ５位 山梨県全国順位 １１位 49
H22生産農業所得統計、H22農林業センサス億円



〇 農業産出額は、平成２４年は４３７億円で、全国４５位。全国と比べて、米の割合が高く、畜産が低い。農業産出額は、平成２４年は４３７億円で、全国４５位。全国と比べて、米の割合が高く、畜産が低い。農業産出額は、平成２４年は４３７億円で、全国４５位。全国と比べて、米の割合が高く、畜産が低い。農業産出額は、平成２４年は４３７億円で、全国４５位。全国と比べて、米の割合が高く、畜産が低い。一方で果実の割合が高く、柿は全国第２位の生産額となっている。一方で果実の割合が高く、柿は全国第２位の生産額となっている。一方で果実の割合が高く、柿は全国第２位の生産額となっている。一方で果実の割合が高く、柿は全国第２位の生産額となっている。〇 昭和５９年には、６９２億円で、野菜、畜産は、現在の２倍程度の生産額があった。昭和５９年には、６９２億円で、野菜、畜産は、現在の２倍程度の生産額があった。昭和５９年には、６９２億円で、野菜、畜産は、現在の２倍程度の生産額があった。昭和５９年には、６９２億円で、野菜、畜産は、現在の２倍程度の生産額があった。奈良県 全 国 構成率 順位 備考農業産出額（億円） 437 85,251 0.5% 45 H24水稲収穫量（t） 48,400 8,607,000 0.6% 41 H25かき収穫量（t） 30,100 253,800 11.9% 2 H24うめ収穫量（t） 1,900 123,700 1.5% 5 H25切り花きく出荷量（千本） 45,400 1,595,000 2.8% 6 H24荒茶生産量（t） 1.760 84,800 2.1% 7 H25いちご収穫量（t） 2,300 163,200 1.4% 15 H24なす収穫量（t） 6,320 327,400 1.9% 18 H24ほうれんそう収穫量（t） 3,890 263,500 1.5% 19 H24内水面漁業・養殖業生産額（億円） 10 891 1.1% - H24
野菜112億円(25.6%) 米126億円(28.8%) 果実74億円(16.9%) 畜産58億円(13.3%) 花き36億円(8.2%) 荒茶21億円(4.8%) その他10億円いちご18 ほうれんそう17 なす13 その他64 かき51 その他23 生乳28 鶏卵12 肉用牛8 その他10 きく13 その他23野菜21,896億円（25.7%） 米20,286億円(23.8%) 果実7,471億円（8.8%） 畜産25,880億円(30.4%) 花き3,451億円(4.0%) 荒茶等2,543億円(3.0%) その他3,724億円平成２４年部門別農業産出額奈良県全国 総額：437億円総額：85,251億円奈良県の農業算出額の推移 奈良県の農業算出額の推移

（３）農業産出額の部門別構成で、野菜、畜産など、単位面積あたりの生産額の大きい品目が減少している。 50



基本的戦略 ： 「研究開発」で後押し、「販売」で引っ張る
生産から流通・加工、販売まで一気通貫した支援～ 女性が中心となるビジネスモデルの検討 ～奈良らしい農業の振興チャレンジ品目の生産拡大及びリーディング品目のブランド化●首都圏でのプロモーション活動と計画的安定供給・県産農産物のＰＲ､販路拡大（トップセールス、まほろば館等）●県内を中心とした食と農のプロモーション活動・県産農産物のＰＲ､販路拡大（直売所、眺望のいいレストラン等）●ブランド認証の導入・品質・安全安心・品目等認証基準を設けてブランド化を推進●６次産業化の推進・付加価値の高い加工品開発によるマーケットの拡大・女子大生等のいろんなアイデアの活用●ロット確保による安定供給・市場での有利販売●輸出への取り組み支援・新たなマーケット創出による販路拡大●高品質、安全安心な農産物の生産・研究開発の重点化（育種・加工・基盤技術。漢方）●生産性の高い品目への転換・水稲より収益性の高い園芸品目を生産誘導（リーディング・チャレンジ品目等）●担い手の育成・新規就農者、法人組織の育成１．生産段階での取り組み１．生産段階での取り組み１．生産段階での取り組み１．生産段階での取り組み ２．流通・加工段階での取り組み２．流通・加工段階での取り組み２．流通・加工段階での取り組み２．流通・加工段階での取り組み ３．販売段階での取り組み３．販売段階での取り組み３．販売段階での取り組み３．販売段階での取り組み（４）今後、奈良県農業の成長を実現するためには、生産から流通、加工、販売の各段階で、経営感覚の豊かな事業体を育成し、農地の生産性の向上を実現することが不可欠。 51



（１）素材生産：森林所有者の生産意欲が乏しく、素材生産者も限られている。（２）加工・流通、製材 : 大口取引などに対応できる供給体制が必要。（３）一般ユーザー、工務店・ハウスメーカー：奈良の木の販路拡大の強化が必要。（４）素材生産から素材加工、製造、流通、販売、販売促進まで、一貫した体制を確立する必要がある。・施業条件が有利な儲かる森林の発掘と森林所有者へ施業の（伐採・搬出・植栽）提案・競争力のある製材・加工・流通体制の構築（品質の確保と流通低コスト化）・ユーザーニーズを踏まえた新製品の開発・提供、価格の見える化、建材メーカーをはじめとした様々なチャンネルへの流通拡大などを実現
現状・課題方向性

52④林業④林業④林業④林業のののの産業興し産業興し産業興し産業興し森林山林面積が県土の７７％を占めるなど、全国的に見ても森林資源が豊富で、県南部の「吉野林業地域」は全国有数の優良材生産地。



○森林所有者の生産意欲が乏しく○森林所有者の生産意欲が乏しく○森林所有者の生産意欲が乏しく○森林所有者の生産意欲が乏しく、素材、素材、素材、素材生産者生産者生産者生産者も限られている。も限られている。も限られている。も限られている。○搬出条件や材質面に恵まれた儲かる○搬出条件や材質面に恵まれた儲かる○搬出条件や材質面に恵まれた儲かる○搬出条件や材質面に恵まれた儲かる森森森森林を発掘し、施業提案する体制が弱い。林を発掘し、施業提案する体制が弱い。林を発掘し、施業提案する体制が弱い。林を発掘し、施業提案する体制が弱い。（１（１（１（１）素材生産）素材生産）素材生産）素材生産：森林所有者の生産意欲が乏しく、素材生産者も限られている：森林所有者の生産意欲が乏しく、素材生産者も限られている：森林所有者の生産意欲が乏しく、素材生産者も限られている：森林所有者の生産意欲が乏しく、素材生産者も限られている。。。。 53県産一般材市場県産優良材市場



○大量の製品をタイムリーに供給できる体制○大量の製品をタイムリーに供給できる体制○大量の製品をタイムリーに供給できる体制○大量の製品をタイムリーに供給できる体制がががが弱く、大口弱く、大口弱く、大口弱く、大口取引の新規取引の新規取引の新規取引の新規開拓が困難開拓が困難開拓が困難開拓が困難。。。。○大型需要が見込める建材メーカーへの○大型需要が見込める建材メーカーへの○大型需要が見込める建材メーカーへの○大型需要が見込める建材メーカーへの供給供給供給供給が少ない。が少ない。が少ない。が少ない。○小規模事業者は、品質・品揃え・信用・物流○小規模事業者は、品質・品揃え・信用・物流○小規模事業者は、品質・品揃え・信用・物流○小規模事業者は、品質・品揃え・信用・物流のののの確保確保確保確保が生き残りのが生き残りのが生き残りのが生き残りの条件。条件。条件。条件。 1工場当たりの製材工場規模の比較全国 奈良県 奈良県/全国従業員数（人） 5.35 3.85 71.9%製材用動力出力数（ｋｗ） 114.24 51.92 45.4%素材入荷量（千m3/年） 2.75 1.04 37.8%製材品出荷量（千m3/年） 1.58 0.65 41.4%（H24木材需給報告書）（２（２（２（２）加工・流通、製材）加工・流通、製材）加工・流通、製材）加工・流通、製材 : 大口取引などに対応できる大口取引などに対応できる大口取引などに対応できる大口取引などに対応できる供給体制が必要。供給体制が必要。供給体制が必要。供給体制が必要。 54



（３（３（３（３）一般ユーザー、工務店・ハウスメーカー：奈良の木の販路拡大の強化が）一般ユーザー、工務店・ハウスメーカー：奈良の木の販路拡大の強化が）一般ユーザー、工務店・ハウスメーカー：奈良の木の販路拡大の強化が）一般ユーザー、工務店・ハウスメーカー：奈良の木の販路拡大の強化が必要。必要。必要。必要。 55○○○○木造木造木造木造住宅や奈良の木利用のニーズがあり、潜在力が認められる。住宅や奈良の木利用のニーズがあり、潜在力が認められる。住宅や奈良の木利用のニーズがあり、潜在力が認められる。住宅や奈良の木利用のニーズがあり、潜在力が認められる。



課題課題課題課題ブランド力強化と販路拡大課題課題課題課題競争力のある製材・加工・流通体制の構築 １．ブランド力の強化と販路拡大の重点実施２．公共建築物や一般住宅等への県産材利用の推進３．暮らしの道具や土産物など建築物以外への県産材利用の推進４．ユーザーニーズを踏まえた新製品の開発・提供、価格の見える化、建材メーカーをはじめ様々なチャンネルへの流通拡大等を実現５．木質バイオマスエネルギーの利用拡大６．奈良の木の魅力を発信する人材の育成 など
Ａ材 建築用材 Ｂ材 集成材ラミナ、合板用材 Ｃ材 ﾊﾟﾙﾌﾟ･ﾁｯﾌﾟ用材・県内集成材工場への県産材ラミナの供給を拡大（現在は90％を外材に依存）・合板工場（他県）等との取引拡大 など ・H28年から運転スタートするクリーンエナジー奈良発電所（大淀町）へ安定供給 45，000㎥／年・木質バイオマスの熱利用の拡大ﾍﾟﾚｯﾄｽﾄｰﾌﾞ 県施設19台市町村施設２台ﾍﾟﾚｯﾄﾎﾞｲﾗｰ 県施設１台 市町村施設１台など

架線搬出 ヘリによる搬出 車両系搬出・大口取引を担える「少品目低コスト型」の県産材製品大規模生産体制の構築・小規模製材所のネットワーク化による競争力のある「多品目流通体制」の確立と「全国へのタイムリーな物流」の確保・林業事業体・製材・加工・建築デザイナー・工務店等のネットワーク化による、低コストで安心できる「産直住宅」の拡大 など川下（マーケット）川中（製材・加工・流通）川上（山側） 高級建材を選んで出す林業高級建材を選んで出す林業高級建材を選んで出す林業高級建材を選んで出す林業 →  全てを出して多用途に供給する林業全てを出して多用途に供給する林業全てを出して多用途に供給する林業全てを出して多用途に供給する林業 へ転換へ転換へ転換へ転換ＡＡＡＡ・Ｂ・Ｃ材毎の受け皿の確保と利用・Ｂ・Ｃ材毎の受け皿の確保と利用・Ｂ・Ｃ材毎の受け皿の確保と利用・Ｂ・Ｃ材毎の受け皿の確保と利用拡大の取り組み推進拡大の取り組み推進拡大の取り組み推進拡大の取り組み推進
・奈良型作業道整備の重点推進・架線集材施設設置等への支援・儲かる林業施業提案体制の整備①森林ＧＩＳデータから候補森林の洗い出し②森林所有者への施業プラン提案③施業決定森林について協定素材生産者が伐採・搬出を行い契約工場へ直送課題課題課題課題素材生産量の拡大と安定供給の実現

集成材 合板架線集材 車輌による搬出大規模製材工場
A材

B材 C材 県県県県がががが商商商商社社社社的的的的役役役役割割割割をををを果果果果たたたたしししし各各各各取取取取りりりり組組組組みみみみをををを推推推推進進進進まがたまトレイ奈良県の木材需要 Ａ材９８％全国の木材需要 Ａ材３７％（４）素材生産から素材加工、製造、流通、販売、販売促進まで、一貫した体制を確立する必要がある。 56
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